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不 良 債 権 の 状 況

　債権総額中に占める金融再生法開示債権（いわゆる不良債権）比率は、平成26年3月末の
3.22%が平成27年3月末には2.81%となりました。
　なお、当行は部分直接償却を行っておりませんが、部分直接償却を行った場合のこの比率をみま
すと、平成27年3月末で2.54%（平成26年3月末では2.88%）となっております。

■平成27年3月末の不良債権の状況

債権総額
1兆3,604億円

正常債権
1兆3,221億円

※不良債権は金融再生法開示債権です。
※当行は部分直接償却を行っておりませんので、その相当額に対して貸倒引当金を計上しております。

部分直接償却相当額
37億円

 部分直接償却を
行った場合の
不良債権額
345億円

（全体の2.54％）

 不良債権
382億円

（全体の2.81％）

地域の皆さまとともに

①貸出業務全般について

　平成27年3月末の貸出金残
高は1兆3,450億円、うち佐賀
県・福 岡 県 内 の 残 高 は1兆
1,915億円と全体の88.5%を
占めております。

    預金業務等の状況   
　平成27年3月末の預金残高
は2兆835億円、うち佐賀県・
福岡県合計の残高は2兆467
億円と全体の98.2％を占めて
おります。また、平成27年3月
末の個人預かり金融資産（注１）
残高2,818億円のうち97.7%
が佐賀県・福岡県のものとなっ
ております。

②中小企業等貸出業務の状況

　平成27年3月末の中小企業等
貸出金残高は9,634億円と、総
貸出金に占める割合は71.6%と
なっております。また、そのうち佐
賀県・福岡県内で全体の96.5%
を占めております。

貸出金残高の地域別比率 中小企業等貸出金残高の
地域別比率

預金残高の地域別比率 個人預かり金融資産残高の
地域別比率

（注）中小企業等とは、資本金が3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社または常用する従業員数が300人
　　（ただし、卸売業、サービス業は100人、小売業は50人）以下の会社および個人をいいます。

（注1）個人預かり金融資産残高は、投資信託、生命保険、公共債の合計であり、外貨預金は含んでおりません。なお、投資信託残高は、今回より
時価に変更しています。

地域貢献活動～より豊かな地域社会づくりを目指して～
　当行は、地域に根をおろす地方銀行として、地場産業の振興・発展をお手伝いするとともに地域社会の
皆さまの豊かな生活づくりと地域文化の向上のお役に立つことを使命と考えております。

　当行では、地域の企業や個人事業主の皆さまの事業に必要な運転資金、
設備資金等、様々な資金需要に積極的にお応えしております。

※「地域」の考え方
　当行は、明治15年に設立された伊万里銀行を淵源とし、佐賀県内の多数の銀行による合併・統合の歴史を経て、昭和30年に設立されました。
「佐賀で生まれ」、「佐賀で育ち」、「そして福岡へも」と発展しており、佐賀県・福岡県を主要な営業基盤と考えております。

銀 行 業 務 を
通じた地域貢献

地域向け貸出等

貸出金残高
1兆3,450億円

佐賀
6,765億円
（50.2％）

福岡
5,149億円
（38.2％）

東京・長崎
1,535億円
（11.4％）

佐賀
4,819億円
（50.0％）

福岡
4,483億円
（46.5％）

中小企業等
貸出金残高
9,634億円

東京・長崎
332億円
（3.4％）

預金残高
2兆835億円

佐賀
1兆6,000億円
（76.7％）

東京・長崎
368億円
（1.7％）

福岡
4,466億円
（21.4％）

個人預かり
金融資産残高
2,818億円

佐賀
2,146億円
（76.1％）

東京・長崎
63億円
（2.2％）

福岡
608億円
（21.5％）

不良債権
382億円

※個人のお客さま向け貸出業務の状況

　当行では、個人のお客さまへの貸出
も積極的に取り組んでおります。平成
27年3月末の個人向け貸出は3,517
億円、そのうち佐賀県・福岡県内で全体
の98.0％を占めております。

うち個人向け貸出金残高の
地域別比率

個人向け
貸出金残高
3,517億円

佐賀
2,051億円
（58.3％）

福岡
1,396億円
（39.7％）

東京・長崎
69億円
（1.9％）

（中小企業等貸出金残高の地域別比率に含まれるもの）
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■自己資本比率（国内基準） ■自己資本額（国内基準）
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　平成27年3月末の自己資本比率（国内基準）につきましては、利益の積上げが自己資本の増加要
因となりましたが、バーゼルⅢへの移行に伴う経過措置による自己資本の減少要因があり、自己資
本は前年比5億円減少しました。一方リスク・アセットは貸出金の増加等により前年比879億円増
加したため、前年比0.92％ポイント減少し9.63％となりました。




